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茨城県・人手不足に対する企業の動向調査（2025 年 7 月） 
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正社員の人手不足を感じている茨城県内企業の割合は、2025 年 7 月時点で 52.0％となっ

た。非正社員では 31.9％となり、それぞれ高止まりが続いている。業種別では、正社員で「建設」

が 7 割、非正社員では「運輸・倉庫」が 5 割に達した。「建設」では猛暑による作業の制限や、熱

中症対策の義務化に伴う休憩時間の増加が、人手不足感に影響を及ぼしている様子もうかがわ

れた。 

 

※調査期間：2025 年 7 月 17 日～7 月 31 日（インターネット調査）  

調査対象：茨城県内企業 409 社で、有効回答企業数は 153 社（回答率 37.4％） 

  

SUMMARY 

2025/08/26  

正社員では「建設」、非正社員は「運輸・倉庫」 

の人手不足割合が高い 

県内企業の 52.0％が正社員不足

非正社員も 5 年連続で 3 割台 

依然、高止まりの状態が続く 国分 信一郎 （調査担当） 
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正社員が不足している県内企業は 52.0％、3年連続で 5割超 

非正社員も 5年連続で 3割台と高止まりが続く 

 

2025 年 7 月時点における、正社員の不足を感じている茨城県内の企業は 52.0％だった。7 月とし

ては 3 年連続で 50％を上回っており、前年同月（2024 年 7 月、54.9％）から 2.9 ポイント低下した

ものの、引き続き高い水準で推移している。 

また、アルバイト・パートなど非正社員における人手不足割合は 31.9％だった。前年同月（2024 年 7

月、35.0％）から 3.1 ポイント低下するも、5 年連続で 3 割台の推移が続いている。 

 

 正社員・非正社員の人手不足割合（各年 7 月）  

 

 

正社員では「建設」、非正社員は「運輸・倉庫」が人手不足割合トップ 

 

正社員の人手不足割合を業種別にみると、「建設」が 70.0％で最も高かった。次いで、「運輸・倉庫」

62.5％、「卸売」60.7％、「サービス」46.4％、「製造」38.9％、「小売」38.5％の順で続いた。「建設」

は、猛暑による作業の制限や熱中症対策の義務化による作業効率の悪化などが人手不足割合に影響し

ているとみられる。 

非正社員では、「運輸・倉庫」が 50.0％でトップだった。次いで、「卸売」47.4％、「小売」46.2％、

「サービス」39.1％、「建設」20.8％、「製造」18.5％の順となった。コロナ禍で人手不足が深刻だった飲

食店などを含む「サービス」の人手不足割合は低下傾向にある。 
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正社員・非正社員の人手不足割合（業界別）  

 

 

今後の見通し 

2025 年 7 月時点で、正社員の人手不足を感じている茨城県内の企業は 52.0％、非正社員では

31.9％だった。どちらも前年よりやや低下したものの、依然として高い水準だ。特に正社員は 3 年連続で半

数を超えており、人材確保の難しさが鮮明となっている。  

業種別では「建設」が突出し、7 割の県内企業が人手不足を訴える。背景には、猛暑による労働環境の悪

化や、熱中症対策の義務化で作業効率が落ちていることがある。「運輸・倉庫」や「卸売」も 6 割超と高水準。

非正社員では「運輸・倉庫」が 5 割でトップ、続いて「卸売」「小売」が 4 割台となった。一方、飲食を含む「サ

ービス」は、コロナ禍に比べると改善傾向にある。 

こうしたなかで、女性や高齢者の積極的な活用に加え、スポットワークの普及が注目されている。短期間

での雇用を可能にするスポットワークは「小売」や「サービス」で広がりをみせており、柔軟な働き方を求める

労働者と、人材を迅速に確保したい企業双方のニーズを満たす仕組みとして期待される。こうした動きが加

速すれば、人手不足の緩和にとどまらず、労働市場の活性化や地域経済の成長につながる可能性がある。  

 

正社員・非正社員の人手不足割合（業界別）  
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